
【配布資料①】 

平成 27 年 6 月 12 日 

ITC 東京コンソーシアム 

平成 26 年度研修プロジェクト活動報告書 

１．実施内容 

No. 
日時 場所 テーマ＆講師 

参加 

者数 

１ 2014 年 

6 月 13 日(金)  

18：30～21：30 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『ドラッカーのイノベーション ～IT の視

点から～』 

■ 講師 緒方慎八 氏 氏 

（IT コーディネータ） 

10 名 

２ 2014 年 

8 月 27 日（水） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：Yahoo!プロモーション広告と最新のネット

広告動向』 

■ 講師：ヤフー株式会社 脇 ゆめこ氏 

17 名 

３ 2014 年 

10 月 8 日（水） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『中小企業・小規模事業支援や活性化 

～ＩＴ活用とその事例～』 

■ 講師 岩井 智洋 氏 （独）中小企業基盤整備機構経

営支援部人材支援グループ（中小企業診断士） 

16 名 

４ 2014 年 

12 月 12 日（金） 

18:00～21:00 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『番号制度とその影響  ～地方公共団

体・民間事業者への影響と ITC の支援ポイント～』 

■ 講師：高村 弘史 氏 ㈱日本コンサルタントグループ 

地域情報化支援室 室長 

18 名 

５ 2015 年 

1 月 13 日（火） 

18:15～21:15 

3 時間 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『オム二チャネルの現状と将来展望』 

■ 講師：山口 邦成 氏（やまぐち・くにしげ） 

アクセンチュア 製造・流通本部 シニア・マネジ

ャー 

15 名 

６ 2015 年 

2 月 17 日（火） 

18:15～21:15 

 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『イノベーションに必要な情報と視点』 

■ 講師：藤井徳久 氏 ：情報工場 代表取締役 

16 名 

７ 2015 年 

3 月 20 日（火） 

18:15～21:15 

日本コンサルタ

ントグループ 

第 2 ニッコンビル 

2 階 

■ テーマ：『カスタマーサービス（ＣＳ）強化策 

～ タブレットやパソコン等を活用した教育事例 ～』 

■ 講師：伊藤 洋也 氏（株）日本コンサルタントグルー

プ 流通サービス研究所 マーケティング推進室 部長 

17 名 

                   参加者数 109 名

 

２．マルチポイント                            

 知識ポイント換算で合計 10.50 ポイント分を実施した。 



年度 17年度 18年度 19年度 20年度2１年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
開催数 7 8 7 8 7 6 7 7 7 7
ポイント 4.813 6.25 5.25 6.00 5.25 4.50 5.25 5.25 10.5 10.5
参加数 183 217 168 214 231 152 168 158 134 109

平均参加数 26.1 27.1 24.0 26.8 33.0 25.3 24.0 22.6 19.1 15.6
会員数 43 39 40 38 37 36 32 33 31 21  

 ■ IT コーディネータ後援セミナー：7回、18 時間、10.50 ポイント（上限なし） 

 

  平成26年度は、ITコーディネート協会の知識ポイント緩和政策により7回の開催において10.5

ポイントのポイントを得ることができた。 

 

■ ＩＴＣの届出組織が主催する、公開を前提として組織長が承認した研修・セミナーを２時間

１ポイントに換算をアップし、上限を撤廃（２年目） 

 

また、各会場の平均受講者数が 15.1 人と昨年 19.1 人を平均 4.0 人低い参加人数となった。原

因としては、ITCA のポイント緩和施策によりポイントを取り易くなり、非会員の参加が少なくな

ったこと。会員数も 31 名から 21 名と減少していることなどが上げられる。 

 

平成 26 年度は、講師料が少々増加したことと、会員数の減収、非会員の参加数の減少により翌

年の繰越金が減少した。しかし、講師費用のバランスを取りながら講師選択を実施していくこと

により予算的にも研修活動の安定的な運営は可能といえる。 

 

  以上 


